
柳総第  ７１  号 

令和６年８月２６日 

市議会議員 様 

柳井市長  井 原 健太郎 

 

市議会定例会の招集について 

このことについて、別紙告示写しのとおり招集したので通知します。 

現在までに提出を予定している事件は、下記のとおりであります。 

記 

議案第４７号  柳井市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改

正について 

議案第４８号  柳井市税条例の一部改正について 

議案第４９号  柳井市国民健康保険条例の一部改正について 

議案第５０号  柳井市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一

部改正について 

議案第５１号  柳井市地域包括支援センターの職員及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正について 

議案第５２号  柳井地域広域水道企業団の共同処理する事務の変更及び規約の変更について 

議案第５３号  工事請負変更契約の締結について 

議案第５４号  工事請負変更契約の締結について 

議案第５５号  工事請負変更契約の締結について 

議案第５６号  令和５年度柳井市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

議案第５７号  令和６年度柳井市一般会計補正予算（第２号） 

議案第５８号  令和６年度柳井市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第５９号  令和６年度柳井市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第６０号  令和６年度柳井市水道事業会計補正予算（第１号） 

議案第６１号  令和６年度柳井市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

認定第 １ 号  令和５年度柳井市水道事業会計決算認定について 

認定第 ２ 号  令和５年度柳井市下水道事業会計決算認定について 

 

諮問第 ２ 号  人権擁護委員候補者の推薦について 
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報告第 ６ 号  専決処分の報告について 

報告第 ７ 号  平郡航路有限会社の経営状況について 

報告第 ８ 号  一般財団法人やない花のまちづくり振興財団の経営状況について 
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柳井市告示第３５号 

令和６年第３回柳井市議会定例会を、次のとおり招集する。 

令和６年８月２６日 

柳井市長  井 原 健太郎 

１ 期 日  令和６年９月４日 

２ 場 所  柳井市議会議場 
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議案第４７号 

柳井市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正について 

柳井市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を次のように改正するものとする。 

  令和６年９月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

 柳井市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年柳井市条例第２８号）の一部 

を次のように改正する。 

別表第１事務の欄、別表第２事務の欄及び別表第３事務の欄中「進学準備給付金」を「進学

・就職準備給付金」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４８号 

   柳井市税条例の一部改正について 

 柳井市税条例の一部を次のように改正するものとする。 

  令和６年９月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎 

   柳井市税条例の一部を改正する条例 

柳井市税条例（平成１７年柳井市条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

 第５６条中「第６４条第４項」を「第１５２条第５項」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４９号 

柳井市国民健康保険条例の一部改正について 

柳井市国民健康保険条例の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年９月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

柳井市国民健康保険条例（平成１７年柳井市条例第８５号）の一部を次のように改正する。 

第１３条中「第９項」を「第５項」に、「若しくは虚偽の届出をした場合又は同条第３項若

しくは第４項の規定により被保険者証の返還を求められてこれに応じない」を「又は虚偽の届

出をした」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１２月２日から施行する。 

（経過措置） 

２ 施行日前にした行為及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関す

る政令（令和６年政令第２６０号）第９条の規定によりなお従前の例によることとされる場

合におけるこの条例の施行日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例

による。 
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議案第５０号 

柳井市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正について 

柳井市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を次のように改正するものとす

る。 

令和６年９月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

柳井市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２６年柳井市条例第２０号）の

一部を次のように改正する。 

第１５条第１号中「第１４０条の６６第１号ロ（２）」を「第１４０条の６６第１号イ」に

改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

8



議案第５１号 

柳井市地域包括支援センターの職員及び運営に関する基準を定める条例の一部改正につ

いて 

柳井市地域包括支援センターの職員及び運営に関する基準を定める条例の一部を次のように

改正するものとする。 

令和６年９月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市地域包括支援センターの職員及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例 

柳井市地域包括支援センターの職員及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年柳井市

条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項中「第１４０条の６６第１号ロ（２）」を「第１４０条の６６第１号イ」に改

める。 

第３条第１項中「員数」の次に「（地域包括支援センター運営協議会が第１号被保険者の数

及び地域包括支援センターの運営の状況を勘案して必要であると認めるときは、常勤換算方法

（当該地域包括支援センターの職員の勤務延時間数を当該地域包括支援センターにおいて常勤

の職員が勤務すべき時間数で除することにより、当該地域包括支援センターの職員の員数を常

勤の職員の員数に換算する方法をいう。）によることができる。次項において同じ。）」を加

え、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第

３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、地域包括支援センター運営協議会が地域包括支援センターの効

果的な運営に資すると認めるときは、複数の地域包括支援センターが担当する区域を一の区

域として、当該区域内の第１号被保険者の数について、おおむね３，０００人以上６，００

０人未満ごとに同項各号に掲げる常勤の職員の員数を当該複数の地域包括支援センターに配

置することにより、当該区域内の一の地域包括支援センターがそれぞれ同項の基準を満たす

ものとする。この場合において、当該区域内の一の地域包括支援センターに置くべき常勤の

職員の員数の基準は、同項各号に掲げる者のうちから２人とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５２号 

   柳井地域広域水道企業団の共同処理する事務の変更及び規約の変更について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、令和７年４月１日

から柳井地域広域水道企業団の共同処理する事務を変更し、柳井地域広域水道企業団規約（昭

和５７年指令地方第１０３０号）を以下のとおり変更することについて関係地方公共団体と協

議するため、同法第２９０条の規定により、議会の議決を求める。 

  令和６年９月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎  

   柳井地域広域水道企業団規約の一部を改正する規約 

 柳井地域広域水道企業団規約（昭和５７年指令地方第１０３０号）の一部を次のように改正

する。 

 第３条を次のように改める。 

（共同処理する事務） 

第３条 企業団は、次に掲げる事務を共同処理する。 

（１）関係市町（岩国市にあっては、岩国市由宇町の区域に限る。）に係る水道用水供給事業

の経営に関する事務 

（２）関係市町（岩国市を除く。）に係る水道事業の経営に関する事務  

（３）前２号に掲げる事務に附帯する事務 

 第４条中「柳井市日積１３８５４番地」を「柳井市南町一丁目１０番２号」に改める。 

 第５条第１項中「８人」を「１１人」に、「柳井市及び周防大島町にあっては各２人、岩国

市、上関町、田布施町及び平生町にあっては各１人」を「柳井市にあっては３人、周防大島町、

田布施町及び平生町にあっては各２人、岩国市及び上関町にあっては各１人」に改める。 

 第９条の次に次の１条を加える。 

 （参与） 

第９条の２ 企業団に参与６人を置く。 

２ 参与は、関係市町の副市長又は副町長をもって充てる。 

３ 参与の任期は、当該関係市町の副市長又は副町長としての任期による。 

 第１２条第２項を次のように改める。 

２ 前項の出資金、長期貸付金及び負担金の額は、次に掲げる負担割合に基づいて算出し、企 

業団の予算において定める。 

（１）第３条第１号に掲げる事務 計画受水量割８０パーセント、計画給水人口割２０パーセ

ント 

（２）第３条第２号に掲げる事務 関係市町（岩国市を除く。）を給水区域とする水道事業の

経営に関する事務の経費に対し１００パーセント    
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附 則 

 （施行期日） 

１ この規約は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第５条第１項の規定による議員の定数の増加に伴う選挙の方法及び任期について

は、同条第２項に規定する補欠議員の選挙の例による。  

（承継） 

３ 柳井市、周防大島町、上関町及び田布施・平生水道企業団（以下「関係団体」という。）

に係る水道事業の経営に関する事務は、令和７年４月１日に柳井地域広域水道企業団（以下

「企業団」という。）が承継する。 

４ 令和７年３月３１日において、関係団体が保有する水道事業の資産、負債及び資本は、令

和７年４月１日に企業団が承継する。 
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議案第５３号 

工事請負変更契約の締結について 

下記のとおり工事請負変更契約を締結することについて、柳井市議会の議決に付すべき契約

及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年柳井市条例第５０号）第２条の規定により、

議会の議決を求める。 

令和６年９月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

記 

１ 契約の目的     柳井市体育館改修（建築主体）工事 

２ 契約の方法     随意契約 

３ 変更前の契約金額  ９４４，９００，０００円 

 変更後の契約金額  １，２８４，８００，０００円 

４ 契約の相手方    柳井市伊保庄４９０７番地 

           井森工業株式会社 取締役社長 吉 﨑 雅 弘 
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（参 考） 

  工事名  柳井市体育館改修（建築主体）工事 

  工 期  自 令和５年９月２１日 

       至 令和６年１２月２０日 
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議案第５４号 

工事請負変更契約の締結について 

下記のとおり工事請負変更契約を締結することについて、柳井市議会の議決に付すべき契約

及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年柳井市条例第５０号）第２条の規定により、

議会の議決を求める。 

令和６年９月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

記 

１ 契約の目的     柳井市体育館改修（電気設備）工事 

２ 契約の方法     随意契約 

３ 変更前の契約金額  １５１，８００，０００円 

 変更後の契約金額  ２３２，４９６，０００円 

４ 契約の相手方    柳井市南町三丁目３番４号 

           株式会社クニモト電設工業 代表取締役 國 本 隆 浩 
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（参 考） 

  工事名  柳井市体育館改修（電気設備）工事 

  工 期  自 令和５年９月２１日 

       至 令和６年１２月２０日 
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議案第５５号 

工事請負変更契約の締結について 

下記のとおり工事請負変更契約を締結することについて、柳井市議会の議決に付すべき契約

及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年柳井市条例第５０号）第２条の規定により、

議会の議決を求める。 

令和６年９月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

記 

１ 契約の目的     柳井市体育館改修（機械設備）工事 

２ 契約の方法     随意契約 

３ 変更前の契約金額  ２３８，４８０，０００円 

 変更後の契約金額  ２５８，５９９，０００円 

４ 契約の相手方    柳井市新市沖２番１３号 

           トオル電気株式会社 代表取締役 宮 本  稔 
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（参 考） 

  工事名  柳井市体育館改修（機械設備）工事 

  工 期  自 令和５年９月２１日 

       至 令和６年１２月２０日 
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議案第５６号 

   令和５年度柳井市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

令和５年度柳井市水道事業会計未処分利益剰余金６８，６６２，３１２円のうち２９，４９

４，０００円を資本金へ組み入れ、１，９５８，４１６円を減債積立金に、３７，２０９，８

９６円を建設改良積立金にそれぞれ積み立てることについて、地方公営企業法（昭和２７年法

律第２９２号）第３２条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

  令和６年９月４日提出                

柳井市長  井 原 健太郎 
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認定第１号 

   令和５年度柳井市水道事業会計決算認定について 

令和５年度柳井市水道事業会計決算について、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号

）第３０条第４項の規定により、監査委員の意見を付し、議会の認定に付する。 

  令和６年９月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 
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認定第２号 

   令和５年度柳井市下水道事業会計決算認定について 

令和５年度柳井市下水道事業会計決算について、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２ 

号）第３０条第４項の規定により、監査委員の意見を付し、議会の認定に付する。 

  令和６年９月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 
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諮問第２号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

  令和６年９月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎 

記 

 

森 藤 幸 枝 
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報告第６号 

   専決処分の報告について 

 損害賠償に関する和解及び額の決定について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１

８０条第１項の規定により次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

  令和６年９月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎 

  専決処分書 

 下記のとおり損害賠償に関する和解及び額の決定について、地方自治法第１８０条第１項の

規定により専決処分する。 

  令和６年８月２３日 

                            柳井市長  井 原 健太郎 

記 

１ 損害賠償の義務の発生の原因となる事実 

  令和６年６月４日柳井市新庄地内市道築山上大祖線において発生した原動機付自転車事故 

２ 和解及び損害賠償の相手方 

  住所等  柳井市 個人 

３ 和解の要旨及び損害賠償の額 

  柳井市は、相手方に対し、損害賠償金２，６０８円を支払うものとする。 
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報告第７号 

   平郡航路有限会社の経営状況について 

令和７年度平郡航路有限会社の事業計画について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４３条の３第２項の規定により、報告する。 

  令和６年９月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  
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令和７年度 平郡航路有限会社の経営状況について 

 

 平郡航路有限会社の令和７年度（令和６年１０月１日から令和７年９月３０日まで）の事業

計画について、離島航路整備法（昭和２７年法律第２２６号）第４条及び離島航路整備法施行

規則（昭和２７年運輸省令第７１号）第１条の規定により、国土交通大臣に提出した令和７年

度航路補助金交付申請書に基づき、その主要な点を次のとおり報告します。 

 

 令和７年度の収支見込みは、収益を６，８９６万１，１６９円、費用を１億２，７６７万３，

６６４円とし、収益から費用を差し引いた純損失を５，８７１万２，４９５円としております。 

 令和５年度実績と比較しますと、収益については、旅客運賃や営業収益の減少を考慮し、１

４．４％の減額としております。 

 費用については、貨物歩金や船舶消耗品費などの増額、及び旅客歩金、自動車航送取扱費、

保険料などの減額を見込み、費用全体で６．５％の減額としております。速力の制御による燃

料潤滑油費の節約や、検査ドッグ時における船員及び陸員自ら塗装作業を実施することによる

船舶修繕費の節減等、引き続き、適正運航、適正管理に努め、経費の節減を図りたいと考えて

おります。 

 航路経営については、人口減少や高齢化により地元利用客の減少が続き、経営環境の大きな

改善が見込まれないことから、引き続き、国、県及び市の補助金を仰ぐこととなります。 

 平郡航路有限会社においては、カーフェリーの優位性を活かした島民以外の利用の促進に努

め、旅客、自動車航送運賃の減収傾向に歯止めがかかるように努めてまいります。 

 本航路は、平郡地区民の日常生活に不可欠な交通手段であり、市といたしましては、航路の

安全運航が確保され、経営の健全化と安定化が図られるよう、引き続き支援してまいります。 

 以上で、経営状況の報告といたします。 
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航路名　　　平郡　～　柳井 事業者名　　平郡航路有限会社
（単位　円）

令和5年度の航路損益
（令和4年10月～令和5年9月）

令和7年度の航路損益見込み
（令和6年10月～令和7年9月）

増減率（％）

１．収　　　益

　　Ａ　運　航　収　益 64,869,180 63,098,647 -2.7%

1. 28,196,820 26,160,840 -7.2%

2. 490,970 491,940 0.2%

3. 0 0 増減なし

4. 28,169,130 27,856,590 -1.1%

5. 6,399,430 6,925,170 8.2%

6. 1,020,220 1,016,447 -0.4%

7. 592,610 647,660 9.3%

　　Ｂ　営　業　収　益 15,684,943 5,862,522 -62.6%

1. 0 0 増減なし

2. 15,684,943 5,862,522 -62.6%

80,554,123 68,961,169 -14.4%

２．費　　　用

　　Ａ　運　航　費　用 119,431,310 111,116,665 -7.0%

1. 3,134,700 3,119,674 -0.5%

(1) 旅 客 歩 金 2,585,561 2,386,149 -7.7%

(2) 傷 害 保 険 料 395,330 395,330 増減なし

(3) 雑 費 153,809 338,195 119.9%

2. 69,557 55,980 -19.5%

3. 0 0 増減なし

4. 3,687,444 3,621,745 -1.8%

5. 2,474,668 2,792,910 12.9%

(1) 貨 物 積 卸 費 0 0 増減なし

(2) 貨 物 歩 金 2,474,668 2,684,964 8.5%

(3) 貨 物 弁 金 0 0 増減なし

(4) 雑 費 0 107,946 皆増

6. 0 0 増減なし

7. 37,256,828 33,406,206 -10.3%

8. 191,238 191,510 0.1%

9. 1,240,068 1,244,689 0.4%

(1) 税金及び手数料 0 0 増減なし

(2) 水先及び係留料等 219,068 224,356 2.4%

(3) 代理店手数料 1,021,000 1,020,333 -0.1%

10. 108,306 106,453 -1.7%

11. 71,268,501 66,577,498 -6.6%

(1) 船 員 費 44,275,572 43,641,412 -1.4%

(2) 船 舶 備 品 費 507,585 331,762 -34.6%

(3) 船 舶 消 耗 品 費 1,074,169 1,347,262 25.4%

(4) 船 舶 修 繕 費 23,149,575 19,317,134 -16.6%

(5) 雑 費 2,261,600 1,939,928 -14.2%

　　Ｂ　営　業　費　用 17,179,581 16,556,999 -3.6%

1. 1,514,508 1,452,600 -4.1%

(1) 船 舶 1,514,508 1,452,600 -4.1%

(2) 航 路 附 属 施 設 0 0 増減なし

2. 0 0 増減なし

(1) 船 舶 0 0 増減なし

(2) 航 路 附 属 施 設 0 0 増減なし

(3) 消 費 税 0 0 増減なし

3. 0 0 増減なし

(1) 船 舶 0 0 増減なし

(2) 航 路 附 属 施 設 0 0 増減なし

4. 0 0 増減なし

(1) 航 路 開 設 費 0 0 増減なし

(2) 船 舶 0 0 増減なし

(3) 航 路 附 属 施 設 0 0 増減なし

5. 800,000 800,000 増減なし

(1) 船 舶 800,000 800,000 増減なし

(2) 航 路 附 属 施 設 0 0 増減なし

6. 1,222,566 1,025,121 -16.2%

7. 13,642,507 13,279,278 -2.7%

136,610,891 127,673,664 -6.5%

３．差引当期純利益（純損失） -56,056,768 -58,712,495 純損失4.7％増

（単位　円）

27,285,255

26,941,000

4,187,534

航路損益計算書・航路損益見込計算書

旅 客 運 賃

手 荷 物 運 賃

小 荷 物 運 賃

自 動 車 航 送 運 賃

貨 物 運 賃

郵 便 ･ 信 書 便 航 送 料

雑 収 入

航 路 附 属 施 設 収 入

雑 収 入

収　　　益　　　計

旅 客 費

手 荷 物 取 扱 費

小 荷 物 取 扱 費

自 動 車 航 送 取 扱 費

貨 物 費

郵 便 ・ 信 書 便 取 扱 費

店 費

燃 料 潤 滑 油 費

養 缶 水 費

港 費

雑 費

船 費

保 険 料

費　　　用　　　計

　（国庫補助金）

　（都道府県補助金）

　（市区町村補助金）

税 金

利 子

減 価 償 却 費

賃 借 （ 用 船 ） 料

航 路 附 属 施 設 費

科 目
期間区分
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